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①大きな地震の繰り返しに対する発電所の安全性について



１．地震関係

川内原子力発電所における地震想定

○熊本地震は、布田川・日奈久断層帯の部
分的な破壊が、時間を空けて連続したこ
とにより、地震が繰り返し発生。

○当社は、布田川・日奈久断層帯のみなら
ず、敷地周辺の活断層の全てにおいて、
断層全体が一度に破壊する最大規模の地
震を想定。

○川内原子力発電所周辺においては、断層
の部分的破壊による地震が繰り返すこと
はあっても、断層の全体が一度に破壊す
る基準地震動Ssクラスの大規模な地震が
繰り返す可能性は低いと考えています。

8.6ｶﾞﾙ約116kmM7.3熊本地震・本震（2016.4.16）

約460ｶﾞﾙ約12kmM7.2①市来断層帯市来区間

約100ｶﾞﾙ

約410ｶﾞﾙ

約420ｶﾞﾙ

620ｶﾞﾙ

敷地での
揺れ

－－基準地震動Ss

約92kmM8.1布田川・日奈久断層帯

約29kmM7.5③市来断層帯甑海峡中央区間

約26kmM7.5②甑断層帯甑区間

敷地
からの
距離

地震の
規模

②甑断層帯甑区間

①市来断層帯市来区間

③市来断層帯甑海峡中央区間

布田川・日奈久断層帯

川内原子力発電所
②甑断層帯甑区間

①市来断層帯市来区間

③市来断層帯甑海峡中央区間

布田川・日奈久断層帯

川内原子力発電所

熊本地震・本震（2016.4.16、M7.3）

布田川・日奈久断層帯

熊本地震の余震域

３



１．地震関係

建物・構築物の耐震性（１）【川内原子力発電所】

○建物・構築物は、原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987に基づき、既往の実験結果のばらつ
きも考慮して評価した鉄筋コンクリート造耐震壁の終局せん断ひずみ「4.0×10-3」に2倍の余裕を持
たせた「2.0×10-3」を評価基準値として、耐震性を評価。

○安全上重要な建物・構築物は、基準地震動Ssによって働く力に対し、最も厳しい部位でも耐震壁のひ
ずみが最大で0.43×10-3であり、評価基準値2.0×10-3に対して十分な余裕を有している（変形が概ね
弾性範囲内である）。

○断層の部分的な破壊による小規模な地震（基準地震動Ssよりも小さな地震）に対しては、変形は十分
に弾性範囲内に収まるため、繰り返しによって安全性が損なわれることはない。
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１．地震関係

建物・構築物の耐震性（２）

○鉄筋コンクリートについて、どの程
度の歪みの大きさの変形を、何回繰り
返すと、鉄筋が破断して大きな損傷に
至るのかを確認した実験結果から以下
が分かる。

評価基準値の歪み（2.0×10-3）の
場合、大きな損傷に至る繰返し回
数は800回程度

川内原子力発電所の建物・構築物
の最大の歪み（0.43×10-3）の場合、
大きな損傷に至る繰返し回数は数
千回程度

1.0×10-3

10.0×10-3

100.0×10-3

鉄筋が破断し大きく損傷する際の
繰返し回数

繰
返
し
を
行
う
歪
み
の
大
き
さ

魚本氏ほか（1998）の
実験結果に加筆

黒点：実験結果

実線：解析結果

2.0×10-3

800回程度

10 100 1000

0.43×10-3

○これに対し、１回の基準地震動における大きな揺れ
の繰返し回数は数十回程度であり、上記のような大き
な損傷に至る繰返し回数に対して十分な余裕がある

数千回
程度

○仮に、基準地震動Ssによる揺れに繰
り返し見舞われたとしても、以下のと
おり建物・構築物は揺れの繰り返しに
対する十分な耐震性を有しており、安
全上問題となるものではない。
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基準地震動の評
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機器・配管の耐震性（１） 【川内原子力発電所】

１．地震関係

６

（弾性範囲に
留まる範囲）

○基準地震動に対する評価基準値(ⅣAS)は、地震力とその他考慮すべき荷重を組合わせた場合において、
塑性ひずみが生じても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、必要な
機能に影響を及ぼさないレベルとしている

○運転状態及び基準地震動による地震力が直接作用するときの荷重による構造強度評価で求めた評価値
が、評価基準値（ⅣAS）を満足していることを確認

○さらに、評価結果は殆どの設備において弾性状態に留まる範囲であるⅢASも下回っており、基準地震
動による地震力に対し、その発生応力は弾性範囲にある

○評価基準値は、発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1の金属材料の規格値を用いている
が、実際に使っている材料はこれらの規格値以上の性能を持っており、実際の評価基準値はさらに大
きな値となる（余裕が増加）



○機器・配管には、地震による力に加え、運転中に発生する温度や圧力の変化に伴う力が繰返し働くが、この
様に繰り返し荷重が作用する場合、破壊形態のひとつである疲労破壊に至る可能性がある

○この為、金属材料の疲労評価を行い、機器・配管に生じる繰返し応力と許容繰返し回数の関係をもとに許容
繰返し回数を求め、ピーク応力の発生回数が評価基準値内であることを確認することにより、疲労破壊に至
らないことを確認している

○例えば、ピーク応力強さが500MPaの場合（赤線）、許容繰返し回数は1200回、100MPaの場合（赤線）、許容
繰返し回数は40万回となり、これを超えると疲労破壊が発生するが、50MPaの場合（青線）は、曲線と交わら
ないため、繰返し回数に関係なく疲労破壊は発生しないことになる
○ちなみに、１回の基準地震動による振幅の繰返し回数は数十回程度である
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1000

許容繰り返し回数（回）

10 100 1000 10000 100000 1000000
1200

繰
返
し
ピ
ー
ク
応
力
強
さ
（M
P
a
）
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機器・配管の耐震性（２）



機器・配管の疲労評価の結果 【川内原子力発電所】

１．地震関係

８

≦1.00≦1.000.0030.00300.0090.0090疲労伝熱管

0

0.124

0

0

0.006

②

0.723

0.040

0.175

0.903

0.559

①

１号機

0.709

0.041

0.175

0.327

0.559

①

0.723

0.164

0.175

0.903

0.565

①＋② ①＋②②

≦1.00≦1.000.3270疲労給水入口管台
蒸気発生器

≦1.00≦1.000.1750疲労脚付け根
１次冷却材
ポンプ

≦1.00≦1.000.1690.128疲労サージ用管台加圧器

≦1.00≦1.000.7090疲労
加圧器
サージ管台

１次冷却材管

≦1.00

１号機

評価基準値

≦1.00

２号機

0.5680.009疲労ふた管台原子炉容器

２号機

評価値
評価
項目

評価部位設 備

①：運転状態の変化による疲労の値、②：地震による疲労の値

○大量の放射性物質を内包する１次冷却設備は疲労評価を行うことが求められていることから、その結
果を下表に示す
○疲労評価については、地震だけでなく、想定される運転状態の温度・圧力の変化による疲労と地震に
よる疲労を合わせて評価している。地震による疲労の評価値は評価基準値に対し余裕があり、結果と
して大きな地震の繰り返しにより設備の健全性が損なわれることはない
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②平成９年の鹿児島県北西部地震の状況と対応について



１．地震関係

１０

○平成９年３月２６日、５月１３日の鹿児島県北西部地震時は、川内１、２号機とも定格

出力運転中でしたが、地震加速度は原子炉自動停止の設定値以下であり、放射線モニタ

の指示値等に異常はなく安全に運転を継続した。

63ガル68ガル59ガル平成9年5月13日

324ガル620ガル基準地震動

80ガル160ガル原子炉自動停止 設定値

40ガル63ガル64ガル平成9年3月26日

東西方向南北方向
鉛直方向

水平方向

約17km

6弱（薩摩川内市中郷）

9km

北緯 31°56.9′
東経 130°18.1′

6.4

鹿児島県薩摩地方

平成9年5月13日14時38分

約22km発電所からの震央距離※２
5強（薩摩川内市中郷）最大震度※１

12km震源深さ※１

北緯 31°58.3′
東経 130°21.5′

震央位置※１

6.6マグニチュード※１
鹿児島県薩摩地方震源地※１

平成9年3月26日17時31分発生時刻※１

※１：気象庁ホームページより ※２：当社算定

鹿児島県北西部地震

川内原子力発電所での観測結果



１．地震関係

１１

地震後の川内原子力発電所の対応

地震発生直後に、中央制御室及び現場監視盤における各運転パラメータの確認を行うとともに、

現場パトロールにより各種タンク類の異常の有無、各種ポンプ類の運転状況、配管類からの漏えい

の有無及び異音・異臭の有無を確認することにより、各設備の健全性を確認し、異常のないことを

確認した。

【平成９年３月２６日】

地震発生直後に点検パトロールを実施し、異常ないことを確認

・点検対象：設備全般（１次系設備、２次系設備、送変電設備、取放水設備等）

・点検内容：目視による外観の異常、異音・異臭等の有無、計器の指示値の異常の有無

・実施人数：約５０名

【平成９年５月１３日】

地震発生直後に点検パトロールを実施し、異常ないことを確認

・点検対象：設備全般（１次系設備、２次系設備、送変電設備、取放水設備等）

・点検内容：目視による外観の異常、異音・異臭等の有無、計器の指示値の異常の有無

・実施人数：約７０名



１．地震関係

１２

入念な点検の実施
平成９年３月２６日、５月１３日の地震発生に鑑み、５月１５日、１６日に臨時の機能試験を実施する
とともに、５月２０日に点検パトロールを再度実施し、異常のないことを確認した。
◆機能試験の実施
鹿児島県北西部地震に鑑み、原子炉停止機能、炉心冷却機能、格納容器内封機能及び非常用電源の確認
の観点から以下の機能試験を実施した結果、異常は認められなかった。

異常なし異常なし５月１６日非常用ディーゼル発電機起動試験非常用電源の確認

異常なし異常なし５月１５日格納容器スプレイポンプ起動試験格納容器内封機能の確認

異常なし異常なし５月１５日タービン動補助給水ポンプ起動試験

異常なし異常なし５月１５日電動補助給水ポンプ起動試験

異常なし異常なし５月１５日余熱除去ポンプ起動試験

異常なし異常なし５月１５日充てん／高圧注入ポンプ起動試験

炉心冷却機能の確認

異常なし異常なし
５月１５日
５月１６日

原子炉保護系ロジック試験

異常なし異常なし５月１６日制御棒動作試験

原子炉停止機能の確認

２号機１号機

試 験 結 果
実 施 日試 験 項 目

◆再点検パトロールの実施
５月２０日に点検パトロールを再度実施し、異常のないことを確認した。
・点検対象：設備全般（１次系設備、２次系設備、電気設備、取放水設備等）
・点検内容：目視による外観の異常、異音・異臭等の有無の確認、

計器の指示値の異常の有無の確認
・実施人数：約６０名



１．地震関係

１３

地震後の定期検査での点検

地震後の定期検査においては、３月と５月に大きな地震を相次いで経験したことを念頭において、

以下の入念な点検等を行った。

・１号機第１１回定期検査（平成９年１２月１９日～平成１０年４月２８日）

・２号機第１０回定期検査（平成１０年４月２６日～平成１０年８月４日）

◇定期検査を開始するにあたって、社員および工事を行う協力会社に地震を経験したことを

踏まえて点検を行うよう周知。

◇地震発生直後に点検パトロールを実施し異常のないことを確認しているが、さらに定期検

査開始直後に発電所全域にわたって再度入念な点検パトロールを実施し、異常のないこと

を確認した。

◇機器類の点検においては、ポンプ等の基礎ボルトや配管などの支持装置についても入念な
点検を実施し、異常のないことを確認した。

ａ．原子炉冷却系統ポンプ基礎ボルトの点検

ｂ．原子炉冷却系統タンク基礎ボルトの点検

ｃ．原子炉冷却系統モータ支持装置の点検

ｄ．原子炉冷却系統配管支持装置の点検 等

◇原子炉停止用の地震感知器についても点検及び校正を実施し、異常のないことを確認した。
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１４

③熊本地震の新知見を収集し、原子力発電所近傍の活断層や

基準地震動を検証することについて



１．地震関係

１５

【知見収集・整理の観点】

① 活断層の評価

② 震源特性の評価

③ 伝播経路・サイト特性の評価

④ 地震の繰り返しについて（現象論、施設の耐震性）

平成２９年１月１８日 原子力規制委員会

【石渡委員】

○事務方に、熊本地震の解析をして、その結果、必要があれば規制規準を改めるというようなことで、きち
んと解析をしてくださいということをお願いしていたと思います。これについては、近いうちに原子力規制委
員会に報告していただけるという理解でよろしいでしょうか。

【小林長官官房耐震等規制総括官】

○石渡委員が言われた点、これは技術基盤グループを中心に今その解析結果をまとめてございますので、
いずれ原子力規制委員会の場で報告させていただきたいというふうに考えてございます。

当社の方針

○熊本地震における活断層、地震（震源、伝播、サイト特性）に係る知見については、各方面において現在
議論され、検討が進んでいるところであり、当社としても、学会や講演会などを通じて都度知見の収集を
行っている。

○今後も継続してそれらの知見収集に努めるとともに、原子力発電所の安全性評価に適切に反映させてい
く所存。

熊本地震の新知見



２．安全対策関係

１６

④各安全対策の設備容量等の根拠について



4個
/サイト

6個
/サイト

発電機車

ディーゼル発電機と大容量空冷式発電機が使用できない場
合の可搬型の電源設備として、最低限必要な電源容量が
「1号機：341kW」、「2号機：291kW」であるため、それぞれ
を上回る400kW (500kVA)/個及び1460kW(1825kVA)/個として
いる。

同様の機能を有する中容量発電機車と高圧発電機車を合わ
せて1,2号機それぞれで2セットの計4個、故障時及び保守点
検による待機除外時のバックアップ用として2個の合計6個を
分散して保管している。

【容量】

1825kVA
/個

中容量発
電機車

6個
/サイト

2個
/サイト

1個
/ユニット

2個
/ユニット

個数

【容量】

500kVA
/個

高圧発電
機車

常設の直流電源が使用できない場合の可搬型の直流電源設
備として、必要な電源容量が75kWであるため、それを上回る
176kW(220kVA)/個としている。

1,2号機それぞれで2セットの計4個、故障時及び保守点検
による待機除外時のバックアップ用として2個の合計6個を分
散して保管している。

【容量】

220kVA
/個

直流電源用発電機

ディーゼル発電機が使用できない場合の常設の電源設備と
して、必要な電源容量が「1号機：1732kW」、「2号機：
1616kW」であるため、それぞれを上回る3200kW(4000kVA)/個
としている。

【容量】

4000kVA
/個

大容量空冷式発電機

外部電源が喪失した場合に、ディーゼル発電機により7日
間の電力を供給するために必要な燃料（重油）を基に設定し
ている。7日間のうち3日間の燃料は、既設の燃料油貯油そう
に貯蔵しており、残り4日間に必要な燃料は約136kℓであるた
め、それを上回る200kℓ/個としている。

【容量】

200kℓ
/個

燃料油貯蔵タンク

設定の根拠容量等設備名

電源供給手段の多様化の例 【川内原子力発電所】

２．安全対策関係

１７



1個
/サイト

【容量】

1320m3/h
/個

3個
/サイト

可搬型ディーゼル注入

ポンプ

2個
/サイト

6個
/サイト

本ポンプは、常設設備である常設電動注入ポンプの代
替設備として配備している可搬型のポンプであり、常設
電動注入ポンプ以上の容量を有するポンプとしている。

同様の機能を有する可搬型電動低圧注入ポンプと可搬
型ディーゼル注入ポンプを合わせて1,2号機それぞれで2
セットの計4個、故障時及び保守点検による待機除外時
のバックアップ用として2個の合計6個を分散して保管し
ている。

【容量】

150m3/h
/個

可搬型電動低圧注入

ポンプ

2個
/サイト

4個
/サイト

1個
/ユニット

個数

【容量】

150m3/h
/個

常設の海水ポンプ等が使用できない場合の可搬型のポ
ンプとして、必要な冷却海水流量が約450 m3/hであるた
め、それを上回る840m3/h/個及び1320m3/h/個としている。

1,2号機それぞれで2セットの2個、故障時及び保守点
検による待機除外時のバックアップ用として1個の合計3
個を分散して保管している。

【容量】

840m3/h
/個移動式大容量ポンプ車

（冷却用）

以下を考慮し、150 m3/h/個としている。

・全交流動力電源喪失及び一次冷却材ポンプシールLOCA
が発生し既設設備が使用できない場合等に、炉心損傷
防止に必要な流量が約30 m3/h

・一次冷却材配管が大破断し、既設設備が使用できない
場合等に、格納容器破損防止に必要な格納容器へのス
プレイ流量が約140m3/h

【容量】

150m3/h
/個

常設電動注入ポンプ

設定の根拠容量等設備名

冷却手段の多様化の例 【川内原子力発電所】

２．安全対策関係
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13個
/ユニット

5個
/ユニット

個数

電気式水素燃焼装置1個の容量は、着火性能試験結果よ
り、556W/個としている。

電気式水素燃焼装置の個数は、事故時の水素放出の想
定箇所に加え、その隣接区画、水素の主要な通過経路及
び上部ドーム区画に合計12個設置している。

また、ドーム部頂部付近には予備を1個設置している。

【容量】

556W/個

電気式水素燃焼
装置

静的触媒式水素再結合装置1個の再結合効率は、メーカ
性能評価式に基づき再結合効率とし、代表点として水素
濃度4vol%、圧力0.15MPaのときの1.2kg/h/個としている。

静的触媒式水素再結合装置の個数は、原子炉格納容器
上部ドーム部に4個及び下部の水素の流路と想定される開
口部に1個の合計5個設置している。

【再結合効率】

1.2 kg/h/個

水素濃度4vol％

0.15MPa

静的触媒式水素

再結合装置

設定の根拠容量等設備名

水素爆発防止対策の例 【川内原子力発電所】

２．安全対策関係
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２．安全対策関係

大容量空冷式発電機 高圧発電機車 直流電源用発電機非常用ディーゼル発電機
燃料油貯蔵タンク増設

２０

常設電動注入ポンプ 可搬型ディーゼル
注入ポンプ

可搬型電動低圧注入ポンプ 移動式大容量ポンプ車

静的触媒式水素再結合装置 電気式水素燃焼装置

○電源供給手段の多様化の例 【川内原子力発電所】

○冷却手段の多様化の例

○水素爆発防止対策の例



３．重大事故関係

２１

⑤設置許可での事故評価や事故への対応について



重大事故等対策に係る新規制基準要求

【格納容器破損防止対策】

炉心損傷が起きたとしても、原子炉格納容器を破損さ

せない対策を講じること

・格納容器内雰囲気の冷却・減圧・放射性物質低減

対策

・格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却対策

・格納容器内の水素爆発防止対策

・サポート機能（電源・水等）の確保

＜追加設備＞

大容量空冷式発電機、常設電動注入ポンプ、移動式大

容量ポンプ車、静的触媒式水素再結合装置 など

【炉心損傷防止対策】

安全機能の喪失などが発生したとしても、炉心損傷に

至らせない対策を講じること

・原子炉緊急停止に失敗した場合の対策

・原子炉冷却機能/減圧機能喪失時の対策

・最終ヒートシンク喪失時の対策

・サポート機能（電源・水等）の確保

＜追加設備＞

大容量空冷式発電機、常設電動注入ポンプ、移動式大

容量ポンプ車 など

新規制基準要
求と重大事故等
対策

【重大事故に至る事故の事象】

・雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧破損）

・雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過温破損）

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

・水素燃焼

・溶融炉心・コンクリート相互作用

【重大事故に至るおそれがある事故の事象】

・２次冷却系からの除熱機能喪失

・全交流動力電源喪失

・原子炉補機冷却機能喪失

・原子炉格納容器の除熱機能喪失

・原子炉停止機能喪失

・ECCS注水機能喪失

・ECCS再循環機能喪失

・格納容器バイパス

事 象

運転中の原子炉における
重大事故発生

運転中の原子炉における
重大事故に至るおそれがある事故発生

安全審査においては、類型化した事象の中から、事故の進展や対策の実施等の観点から最も厳しい重要事故
（ １９のシナリオ）を選定し、その対策が有効であることを評価

３．重大事故関係
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重大事故等対策の有効性評価（格納容器破損防止対策） 【川内原子力発電所】

○ 新規制基準（格納容器破損防止）要求
炉心損傷が起きたとしても、原子炉格納容器を破損させない対策を講じること。

○ 評価した事故シーケンス
格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）」の起因事象として
は、原子炉格納容器の圧力が厳しくなる大破断LOCA時に格納容器スプレイ注入機能喪失を想定し、
さらに炉心溶融が早く、崩壊熱が高い状態で溶融燃料が流出するよう、ECCS注水機能の喪失を重畳
させた事象を評価。

移動式大容量ポンプ車を用いた

格納容器再循環ユニット通水による格納容器内自然対流冷却

常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイ

大破断LOCA時に低圧注入機能、高圧注入機能及び
格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故発生

炉心損傷

重大事故等対策

格納容器破損防止

炉心溶融までの時間が早く、原子炉格納容器に対する負荷などの観点から厳しい事故の有効性評価例
を示す

３．重大事故関係
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【凡例】
：操作・確認
：プラント状態（解析）
：判断
：準備出来次第実施
：運転員と重大事故等対策要員の作業
：重大事故等対策要員の作業

（約49分）

重大事故等対策要員を召集
原子炉トリップ・タービン

トリップの確認

（24時間）

〔原子炉格納
容器安定〕

炉心溶融

以降、移動式大容量ポンプ車による格納容器内自然対流冷却により原子炉格納
容器内の除熱が継続的に行われていることを確認する

・移動式大容量ポンプ車から格納容器再循環ユニットへの冷却水通水による格納容器内自然対流冷却開始
・常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイ停止

原子炉格納容器安定状態確認（原子炉格納容器温度・圧力低下傾向）

全交流動力電源喪失
（同時に大破断LOCA、ECCS注入失敗
格納容器スプレイ注入失敗も仮定）

蓄圧注入系動作

（約19分）

（解析上の時刻）
（０秒）

重大事故シナリオ

(電源確保作業)
（常設電動注入
ポンプ起動準備）

（復水タンクへの供給、
使用済燃料ピット
への注水確保）

（移動式大容量
ポンプ車準備）

常設電動注入
ポンプの準備

大容量空冷式
発電機による
電源回復

大容量空冷式
発電機の準備

可搬型ポンプの準備
（取水ピットから復
水タンクへの供給及
び、使用済燃料ピッ
トへの注水）

可搬型ポンプの準備
が完了後、適宜注水
開始

原子炉容器破損（約1.5時間）

移動式大容量ポン
プ車による自然対
流冷却の準備

移動式大容量ポ
ンプ車による自
然対流冷却の準
備が完了

常設電動注入
ポンプの準備
が完了

約48時間

（約9.4秒）

大規模漏えい時の処置

タービン動補助給水ポンプの起動・
補助給水流量確立の確認

１次冷却材漏えい規模の判断

（代替格納容器スプレイ）

（格納容器内自然対流冷却）

30分
常設電動注入ポンプによる
代替格納容器スプレイ開始

炉心損傷確認

３．重大事故関係

２４



重大事故等対策概略系統

川内原子力発電所 格納容器過圧破損シナリオでの概略系統

原子炉格納容器

常設電動注入
ポンプ

加
圧
器

蒸気
発生器

原子炉容器

燃料
取替用水
タンク

格納容器スプレイリング

復水
タンク

格納容器
スプレイ
冷却器

格納容器
スプレイ
ポンプ

格納容器
再循環
サンプ

充てん／高圧注入ポンプ

余熱除去冷却器

余熱除去ポンプ

蓄
圧
タ
ン
ク

Ｍ

大容量空冷式
発電機

１次冷却材
ポンプ（RCP）

中間受槽 水源
（宮山池又は海水）

取水用
水中ポンプ

復水タンク
補給用水中ポンプ

：設計基準事故対処設備から
追加した箇所

Ｍ

Ｍ

移動式大容量ポンプ車
（海水） 格納容器

再循環
ユニット

格納容器
再循環
ファン

ダクト開放機構

３．重大事故関係
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1.2

0.8

0.4

0.0
7260483624120

e])
格納容器限界圧力（0.490MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

事象進展 【川内原子力発電所】

大破断LOCAにより１次冷却材が原子炉格納容器に放出されることで原子炉格納容器圧力（温度）は上

昇するが、常設電動注入ポンプによるスプレイ注入、及び移動式大容量ポンプ車を用いた格納容器内

自然対流冷却により圧力（温度）の上昇は抑制されることから、格納容器過圧破損は発生しない。

原子炉格納容器圧力の推移（～４時間） 原子炉格納容器圧力の推移（～72時間）

1.2

0.8

0.4

0.0

43210

格納容器限界圧力（0.490MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

1.2

0.8

0.4

0.0

43210

格納容器限界圧力（0.490MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

炉心溶融開始
（約19分）

常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイ開始（約49分）

断続的な下部ヘッドへの溶融炉心の落下
に伴う蒸気発生

原子炉容器破損（約1.5時間）

原子炉下部キャビティへ
溶融炉心が落下

破断流による
圧力上昇

最高使用圧力の２倍：0.490MPa[gage]

溶融炉心流出停止
（約3.4時間）

（24時間）
・移動式大容量ポンプ車を用いた格納容器内自然対流冷却
・常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイ停止

最高値約0.335MPa[gage]
（約47時間）

原子炉下部キャビティ満水により、下部区画に流水す
るため、一時的に除熱が促進され圧力が低下

溶融炉心流出停止（約3.4時間）に伴い、
圧力上昇が緩和原

子
炉
格
納
容
器
圧
力

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

MPa
[gage]

MPa
[gage]

時 間（時） 時 間（時）

３．重大事故関係
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○このような重大事故が発生した場合でも、新たに設置した設備や対策により、原子炉格納容器は
破損せず、放射性物質（セシウム137）の放出量は７日間で約5.6テラベクレル（TBq）になること
を評価し、原子力規制委員会によって確認されました。
この放出量は、新規制基準の制限値100テラベクレルの約18分の1（福島第一事故の約1,800分の1）
の水準です。

最高使用圧力の２倍：0.490MPa[gage]



３．重大事故関係
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⑥事故時のサイト内情報の外部（自治体等）への伝達について



○事故時の情報は継続的に実施する通報連絡に加え、規制庁緊急時対応センター（ＥＲＣ）から、
オフサイトセンターを通じて、自治体等の関係機関に共有される。

○当社はＴＶ会議システム、電話等を利用して、ＥＲＣへの確実な『情報の伝達』を行う。

（訓練）

住民避難事態収束

関係自治体

ＴＶ会議

首相官邸
緊急時対応センター（ＥＲＣ）

首相、官房長官
環境大臣

原子力規制委員会
原子力規制庁

後方支援
拠点

原子力発電所
(緊急時対策所)

当社本店
原子力施設事態
即応センター

オフサイト
センター

指示・連絡
・支援ほか

３．重大事故関係
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原子力災害時の対応体制



○原子力発電所では、原子力災害の発生又はその恐れがある場合には、緊急事態区分に応じ
迅速に通報連絡を実施する。

３．重大事故関係

２９

③全面緊急事態
（原災法15条事象）

②施設敷地緊急事態
（原災法10条事象）

①警戒事態
外部電源の喪失（３時間以上）

原子炉冷却材の漏えい 等

公衆への放射線による影響や
そのおそれが緊急のものでは
ない異常事象

全交流動力電源の喪失（30分以上）
原子炉冷却材の漏えいによる非常用
炉心冷却装置の作動
格納容器圧力の上昇が10分以上継続
敷地境界での放射線量が５μSv/h
（10分未満）等

公衆に放射線による影響をも
たらす可能性のある事象

全交流動力電源の喪失（１時間以上）
原子炉冷却材漏えい時における非常用
炉心冷却装置による注入不能
格納容器圧力が最高使用圧力に到達
敷地境界での放射線量が５μSv/h
（10分以上）等

公衆に放射線による影響をも
たらす可能性が高い事象

具体的な事象（主なもの）発電所の状況緊急事態区分

緊急事態区分に応じた通報連絡



３．重大事故関係

３０

○当社から国・関係自治体への通報については、地上通信回線に加え、衛星通信回線

など多様な手段を確保している。

川内原子力発電所

衛星携帯電話 衛星通信回線

地上通信回線

加入電話
（固定型）

加入電話
（ＦＡＸ）

加入電話
（携帯型） 無線通信回線

国・自治体

原 子 力 規 制 庁 他

鹿 児 島 県

薩 摩 川 内 市

い ち き 串 木 野 市

長 島 町

出 水 市

阿 久 根 市

鹿 児 島 市

姶 良 町

日 置 市

さ つ ま 町

多様な通信手段の確保



３．重大事故関係

３１

⑦重大事故時の外部との連携について



 

 
旧阿久根営業所用地

川内原子力発電所

旧川内電力所保線所
詰所用地 

電柱置場（百次）

旧伊集院営業所用地

薩摩川内市湯田用地 

薩摩川内市隈之城用地 

原子力災害発生時に発電所の災害対策支援に必要な
物資等を発電所へ補給するなど、事故収束活動を外
部から支援するための拠点。（場所は、事故発生時
の風向等を考慮し決定する必要があるため複数を候
補地として選定）

川内原子力発電所 後方支援拠点

原子力災害発生時に発電所の事故
収束活動を支援するための拠点。

TV会議システム等の通信機器等を
用いて、発電所、原子力規制庁緊
急時対応センター（ERC）と連携。

本店対策本部（即応センター ）

即応センターと連携し、
資機材、人などを支援

支 援 支 援

原子力事業者間協力協定

GM管式
サーベイメータ

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

福井県美浜町

緊急事態支援組織
（事業者による協働運営）

要員・資機材の支援

川内原子力発電所

資機材の支援

支 援

○重大事故時においては、本店対策本部を中心と
して、玄海原子力発電所、原子力事業所災害対
策支援拠点（後方支援拠点）及び他事業者等と
連携し対応を行う。

３．重大事故関係

３２

玄海

川内

本店

旧阿久根営業所用地

薩摩川内市湯田用地

薩摩川内市隈之城用地
旧伊集院営業所用地

電柱置場（百次）

旧川内電力所保
線所詰所用地

川内原子力発電所

重大事故時の連携



○原子力災害が発生した場合の外部との支援連携として、自衛隊や他電力との訓練を

実施している。

後方支援拠点等での訓練後方支援拠点等での訓練

○後方支援拠点の設営・運営訓練と併せて、 移動

式ホールボディカウンタ（ＷＢＣ）車や通信機動車

を使用した訓練を実施。

○後方支援拠点の設営・運営訓練には、 他電力か

らの派遣要員＊も参加し、連携等の確認を実施。

○川内駐屯地の一部エリアを使用し、ヘリコプター

を用いた資機材輸送訓練及び車両の除染訓練を

実施。

訓練に関し、自衛隊との意見交換等も実施。

＊「原子力事業における相互協力の協定」 に基づき、北陸

電力、 関西電力、中国電力及び四国電力から派遣

移動式ＷＢＣ車

通信機動車

設営訓練 運営訓練

資機材輸送訓練

他社要員との連携 車両の除染訓練

３．重大事故関係

３３

訓練における連携確認



３．重大事故関係

３４

⑧事故時のマネジメントについて



３５

３．重大事故関係

○ 原子力災害発生時、確実な事故収束活動を実施するための体制を構築するとともに、総合的な
訓練を行い緊急時における対応能力向上に努めている。

○ また、福島第一事故を踏まえ、原子力特有のリスクを認識したリーダーシップを発揮できる要員の
育成として、各階層向けの研修を受講し、使命感、危機管理、組織運営などを認識している。

体制構築



○前年度改善事項の対応を反映した詳細な計画を作成。○訓練実施前

○改善事項の抽出
○改善策の検討

○次年度の初め
原子力規制庁訓練報告会

○訓練実施後
原子力規制委員会へ報告、
要旨を公表

○訓練実施

○年度初め

時 期

○訓練評価指標に基づく国の評価
○意見交換

○防災訓練報告書
・訓練実施概要
・改善点の反映状況
・改善点の抽出、対応方針

【 評 価 ・ 報 告 】

（Check）

【 処 置 ・ 改 善 】

（Action）

○国、自治体及び社内関係箇所との訓練実施
・訓練の振返り
・気付き事項の抽出

【 訓 練 実 施 】

（Do）

○年度計画の作成
・前年度改善事項反映
・他社良好事例の反映
・訓練実施時期 等
○原子力防災専門官による事前確認

○中期計画改定【 訓 練 計 画 】

（Ｐlａｎ）

内 容プロセス

○緊急時に対応すべきことについては、原子力事業者防災業務計画に記載し、実効的な対応
となるように、様々な訓練要素を盛り込んだ原子力防災訓練を国や自治体などの関係機関
と連携し、計画的に実施している。
○訓練で抽出された改善事項については、次回の訓練までに改善計画を策定し、確実に対応
内容に反映している。

３．重大事故関係
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原子力防災訓練の改善



４．安全文化醸成活動

３７

⑨安全文化醸成活動について



４．安全文化醸成活動

３８

経営トップが、「安全の取り組みに終わりはない」と言う思いを、品質方針

として、社員一人ひとりに伝えている。

品質方針

原子力安全の取り組みに終わりはない。現状に満足することなく、常に考え問
い直す姿勢をもって自ら率先して行動するとともに、コンプライアンスを十分に
意識した上で、以下の方針に基づく業務運営に不断に取り組むことにより、地
域・社会の皆さまに信頼され、安心され続ける原子力発電所を目指します。

１ 原子力安全を最優先とする文化を醸成し続けます

２ 自主的・継続的に安全性・信頼性を向上させます

３ 積極的な情報公開を行い説明責任を果たします

４ 社内や協力会社との風通しの良い組織風土をつくります

九州電力株式会社
代表取締役社長 瓜生 道明

＜品質方針（抜粋）＞

経営トップの安全に対する思い



４．安全文化醸成活動

３９

・重点活動計画
・安全文化要素と安全文化醸成
に繋がる日常的な活動との関
連付け

評価結果及びマネジメントレ
ビューの指示事項を、次年度計
画へ反映し、必要な改善を実施

・安全文化醸成活動の実施状況及び
安全文化醸成状態の自己評価

・独立評価結果

計画に基づき、安全文化醸成活動を
実施
・幹部からのメッセージ発信
・安全文化醸成活動スローガンの
策定及び掲示

・原子力安全教育の実施
・発電所幹部と一般職との懇談会

Ｐ（計画）Ｐ（計画）

周知

社長による
マネジメントレビュー

社長による
マネジメントレビュー

改善指示

Ａ（改善）Ａ（改善） Ｃ（評価）Ｃ（評価）

・社内監査部門

による監査

・外部機関（原子力

安全推進協会）

による評価

・規制機関による

評価

Ｄ（実施）Ｄ（実施）

報告

品
質
方
針
（
安
全
文
化
醸
成
の
方
針
を
含
む
）

品
質
方
針
（
安
全
文
化
醸
成
の
方
針
を
含
む
）

品質方針を踏まえ、安全文化醸成のための活動を計画、実行、評価し、継続的改善
に努めている。

安全文化の醸成



まとめ

４０

当社は、今後とも、川内原子力発電所の安全･安定運転に

万全を期すとともに、原子力発電所の更なる安全性・信頼性

向上への取組みを自主的かつ継続的に進めてまいります。


